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1. 平成26年6月期の連結業績（平成25年7月1日～平成26年6月30日）

（注）当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、1株当たり当期純利益金額は当該株式分割が前
事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。

(2) 連結財政状態

（注）当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、1株当たり純資産は当該株式分割が前事業年度
の期首に行われたと仮定して算定しております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年6月期 4,660 16.1 139 ― 166 ― 73 ―
25年6月期 4,013 12.0 △15 ― △7 ― △57 ―

（注）包括利益 26年6月期 73百万円 （―％） 25年6月期 △57百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年6月期 96.83 ― 7.7 13.2 3.0
25年6月期 △75.65 ― △6.0 △0.7 △0.4

（参考） 持分法投資損益 26年6月期 ―百万円 25年6月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年6月期 1,366 996 72.9 1,308.33
25年6月期 1,156 923 79.8 1,211.46

（参考） 自己資本 26年6月期 996百万円 25年6月期 923百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年6月期 263 △76 △190 383
25年6月期 △60 126 △21 387

2. 配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年6月期 ― 0.00 ― 40.00 40.00 30 41.3 3.2
27年6月期(予想) ― 0.00 ― 40.00 40.00 31.5

3. 平成27年 6月期の連結業績予想（平成26年 7月 1日～平成27年 6月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,163 32.3 137 26.4 137 6.1 85 △25.4 112.53
通期 5,286 13.5 152 9.4 152 △8.3 96 31.2 127.02



※ 注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3) 発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、株式数は当該株式分割が前事業年度の
期首に行われたと仮定して算定しております。

新規 1社 （社名） 株式会社ジャパンポテト 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年6月期 762,000 株 25年6月期 762,000 株
② 期末自己株式数 26年6月期 75 株 25年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数 26年6月期 761,988 株 25年6月期 762,000 株

（参考）個別業績の概要

1. 平成26年6月期の個別業績（平成25年7月1日～平成26年6月30日）

（注）当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、株式数は当該株式分割が前事業年度の期首に
行われたと仮定して算定しております。

(2) 個別財政状態

（注）当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、株式数は当該株式分割が前事業年度の期首に
行われたと仮定して算定しております。

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年6月期 3,911 5.0 133 ― 166 ― 76 ―
25年6月期 3,726 5.9 △23 ― △7 ― △59 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年6月期 99.75 ―
25年6月期 △78.37 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年6月期 1,291 994 77.0 1,305.21
25年6月期 1,126 918 81.6 1,205.42

（参考） 自己資本 26年6月期 994百万円 25年6月期 918百万円

2. 平成27年 6月期の個別業績予想（平成26年 7月 1日～平成27年 6月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き
は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料2ページ「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,325 3.1 88 △11.5 88 △30.5 55 △52.7 72.40
通期 4,002 2.3 99 △25.8 100 △39.9 62 △18.2 81.56
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

   当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による景気対策や金融政策の推進を背景に緩やかな回復基調が続いて

おります。このような状況のなか、当社グループは、主力である自社いちご品種果実及び、国産促成いちご品種果実

（とちおとめ、さがほのかなど）、その他青果物の販売に取組んでまいりました。

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は4,660,069千円（前期比16.1%増加）、営業利益は139,477千円（前

期は営業損失15,462千円）、経常利益は166,086千円（前期は経常損失7,996千円）となりました。

   なお、当期純利益は、今般役員退職慰労引当金繰入額70,320千円を特別損失として計上したことにより、73,784千

円（前期は当期純損失57,648千円）となりました。

   当社グループは、第２四半期連結会計期間において、株式会社ジャパンポテトの全株式を取得し連結子会社とした

ことにより、新たなセグメントの区分として馬鈴薯事業を追加しております。また、仕入販売事業をいちご果実・青

果事業に、種苗生産販売事業を種苗事業にそれぞれ名称を変更しております。よって当連結会計年度の当社グループ

が営む事業は、いちご果実・青果事業、種苗事業、馬鈴薯事業、運送事業の４事業となっております。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

 （いちご果実・青果事業）

   いちご果実・青果事業は、当社と株式会社ホーブ21が行っており、その主力商品は業務用いちご果実であります。

夏秋期には自社いちご品種の「ペチカプライム」「ペチカサンタ」と輸入いちごを、冬春期には国産促成いちご（と

ちおとめ、さがほのかなど）を主に販売しております。

   前期の自社いちご品種の販売において、７月下旬から８月上旬にかけて夏秋いちごが一時的に供給過剰となり、販

売が苦戦したことを受け、当期は自社いちご品種の出荷量平準化に取組み、出荷量の集中を回避することができまし

た。

   また、業務用いちごの最需要期となるクリスマス期は、市場へのいちご果実入荷量、いちご市場相場価格も平年並

みで推移し、年明け以降は、一時的に入荷量の減少、低温などの影響でいちご市場相場価格が平年より高値となった

時期はありましたが、国産促成いちご品種の販売は概ね予定どおりとなり、売上高、利益とも前期を上回ることとな

りました。

   その他青果につきましても、主にコンビニエンスストア向け販売の好調が継続したため、売上高、利益とも前年を

上回ることとなりました。

   この結果、いちご果実・青果事業の売上高は4,138,168千円（前期比6.4％増加）、営業利益は306,708千円（前期

比104.8％増加）となりました。

 （種苗事業）

   種苗事業は、自社いちご品種の「ペチカプライム」「ペチカサンタ」を中心に種苗の生産販売を行っております。

自社いちご品種苗の販売先となる生産者は、生産するいちご果実を当社に出荷しております。当連結会計年度におき

ましては、生産者所得の向上を図るべく出荷量の確保に向けた産地栽培指導に傾注してまいりました。しかしながら

生産者の高齢化と後継者不足は否めず、栽培休止や生産規模縮小などにより、自社いちご品種苗の販売本数は、前年

対比で約16％減少いたしました。

   この結果、当連結会計年度における種苗事業の売上高は54,363千円（前期比13.3％減少）、営業利益は14,359千円

（前期比22.0％減少）となりました。

 （馬鈴薯事業）

   馬鈴薯事業は、昨年12月に連結子会社とした株式会社ジャパンポテトが行っております。同事業は、主に種馬鈴薯

の生産販売及び仕入販売と青果馬鈴薯の仕入販売を行っております。種馬鈴薯には、秋から春にかけて販売する春作

と夏に販売する秋作の２体系があり、家庭菜園向け、生産農家向けとして販売しております。また、青果馬鈴薯は、

主に仲卸業者や青果物納品業者などを販売先としております。

   同事業は、当第３四半期連結会計期間より、損益計算書を連結しております。

   当期の連結会計期間においては、主に春作種馬鈴薯と青果馬鈴薯の販売を行っております。

   この結果、馬鈴薯事業の売上高は401,262千円、営業損失は5,506千円となりました。

 （運送事業）

   運送事業は、株式会社エス・ロジスティックスが行っております。関東圏を中心とした事業展開で、当社の商品配

送を行いつつ、一般荷主からも配送業務を受託してまいりました。

   当連結会計年度は、燃料価格高騰の継続など厳しい事業環境となりましたが、自社配送効率の向上を図り、提携業

者を効率かつ積極的に活用するとともに、食品関連を中心とした一般荷主からの配送業務を受託し、収益の確保に努

めてまいりました。

   この結果、運送事業の売上高は66,274千円（前期比7.6％増加）、営業利益は4,907千円（前期比53.1％増加）とな

りました。
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   なお、株式会エス・ロジスティックスは平成25年12月19日付けで、国土交通省指定の全国貨物自動車運送適正化事

業実施機関より「安全性優良事業所（Gマーク）」の認定を受けました。今後もより一層、信頼のある運送業者とし

て事業を展開してまいります。

 

②次期の見通し

   今後のわが国経済は、企業業績の改善など回復の兆しが見えるものの、消費税増税による個人消費の落ちこみの可

能性もあり、先行きの不透明感は継続するものと思われます。

   このような環境の中、当社の次期の見通しは以下のとおりです。

  いちご果実・青果事業は、主力商品であるいちご果実において、自社いちご品種を中核としつつ、他品種いちご及

び輸入いちごも併用する販売体制を構築していきます。また冬春期は、新たな仕入産地を確保し、仕入産地の分散化

をすることで、仕入価格の抑制に努めます。事前に販売価格を決定する販売先について、いちご市場相場価格を勘案

した販売単価設定の要請を継続していくことに注力をいたします。その他青果につきましては、多様化する販売先の

ニーズに応ずるために、連結子会社である株式会社ホーブ21と連携しながら、取扱品目及び取扱量の拡大に努めてま

いります。

  これらにより、いちご果実・青果の売上高は4,081,914千円を見込んでおります。

  種苗事業は、自社いちご品種生産者の、いちご果実出荷量を向上させることが生産者所得の安定につながるため、

促成いちご品種との端境期にあたる５、６月及び、秋以降の出荷量を拡大するための栽培指導を徹底し、既存産地の

自社いちご品種栽培面積の維持に努めます。

   これにより、種苗事業の売上高は54,883千円を見込んでおります。

   馬鈴薯事業は、主力商品である種馬鈴薯の適正な仕入数量を確保することで、販売価格の安定化を目指した販売体

制を強化します。また青果馬鈴薯の販売は、新規顧客の獲得及び安定供給に努め、取扱量の拡大に努めてまいりま

す。これにより馬鈴薯事業の売上高は1,075,397千円を見込んでおります。

   運送事業は、事業基盤を関東圏におき、新規荷主からの運送受託を拡大することはもとより、自社配送と提携業者

配送を効率的に運用することで、収益の維持向上を図っていく方針といたします。これにより運送事業の売上高は

74,789千円を見込んでおります。

 以上による取組みから、連結売上高は5,286,984千円（前期比13.5％増加）、営業利益は152,570千円（前期比

9.4％増加）、経常利益は152,255千円（前期比8.3％減少）、当期純利益は96,791千円（前期比31.2％増加）を見込

んでおります。 

 

(2）財政状態に関する分析

①資産・負債および純資産の状況

（流動資産）

 流動資産は、前連結会計年度末と比較して181,792千円増加して、当連結会計年度末で1,040,593千円となりまし

た。これは主に売掛金および前渡金の増加によるものであります。

（固定資産）

 固定資産は、前連結会計年度末と比較して28,652千円増加し、当連結会計年度末で325,982千円となりました。こ

れは主に無形固定資産および投資その他の資産の増加によるものであります。

（流動負債）

 流動負債は、前連結会計年度末と比較して67,762千円増加し、当連結会計年度末で260,219千円となりました。こ

れは主に未払法人税等およびその他流動負債の増加によるものであります。

（固定負債）

 固定負債は、前連結会計年度末と比較して68,962千円増加し、当連結会計年度末で109,503千円となりました。こ

れは主に役員退職慰労引当金の増加によるものであります。

（純資産）

 純資産は、前連結会計年度末と比較して73,720千円増加し、当連結会計年度末で996,852千円となりました。この

結果、自己資本比率は72.9％になっております。
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②キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、期首残高から3,874千円減少し、当連結

会計年度末現在において383,319千円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度における営業活動の結果得られた資金は263,271千円（前年同期は60,539千円の使用）となりま

した。これは主に、仕入債務の減少172,160千円があったものの、売上債権の減少306,113千円、税金等調整前当期

純利益96,017千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度における投資活動の結果使用した資金は76,842千円（前年同期は126,459千円の取得）となりま

した。これは主に、連結子会社株式の取得90,625千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は190,303千円（前年同期は21,321千円の使用）となりま

した。これは主に、短期借入金の実行550,000千円があったものの、短期借入金の返済740,000千円によるものであ

ります。

 なお、当連結会計年度におけるキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。

項目 平成24年６月期 平成25年６月期 平成26年６月期

自己資本比率（％） 81.9 79.8 72.9

時価ベースの自己資本比率（％） 64.0 62.6 65.8

債務償還年数（年） 0.2 － －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 55.2 － 437.1

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、利益配分について、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しながら、安定配当を

継続、維持しつつ、業績も考慮して積極的な配当政策を行うことを基本方針といたしております。また、内部留保資

金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、市場ニーズに応える研究開発や生産技術の強化及

び人材育成をはかるため、有効投資してまいりたいと考えております。

 当期につきましては、当期業績を勘案し当初予定の１株当たり17円に23円増配し、40円とさせていただく予定であ

ります。

 なお、次期平成27年６月期の配当につきましては、株主還元の重要性に鑑み、今後の業績見込みや内部留保等を勘

案し、１株当たり40円の配当を行う予定であります。
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(4）事業等のリスク

①自社品種苗およびいちご果実の製造・販売について

ａ．天候の影響について

当社の主要な事業は、自社品種等を中心としたいちご苗の生産及び生産農家への販売、各生産農家からの果実

の仕入及び洋菓子メーカーへの販売であります。

 果実の生産はビニールハウス内で行なっておりますが、気温及び日照等、天候の影響を受けることとなりま

す。そのため、天候不順によって果実収穫量が大きく影響されないように、生産産地を北海道から東北地方へと

広げてきており、さらに、天候不順であっても収穫量が大きく減少しないような栽培技術・ノウハウを蓄積して

きており、生産農家に対する栽培指導の徹底に努めております。

 しかしながら、天候不順の影響は完全に回避できるものではなく、猛暑、冷夏、日照不足、台風といった気象

条件の変化により収穫量が変動し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

ｂ．生産農家との契約について

当社は、自社品種苗等を生産農家に販売し、そこから収穫される当社の規格に合った果実を買取って、全国の

洋菓子メーカー等に供給しております。生産農家との間で毎年「栽培契約書」を締結しておりますが、契約書の

中には、当社の選果規格に合致した果実を当社が全量買取ることを内容とした条項があります。自社品種の果実

は、主にケーキのトッピング（飾り）として使われるため、選果規格は厳格なものとなっております。そのた

め、粒の小さいものや形の整っていないもの等は規格外となり買取りの対象から外れ、当社が必要とする規格の

もののみが入荷されております。

 この契約により希少性の高い夏秋期の国産いちご自社品種の果実はすべて当社から販売されることとなるメリ

ットがありますが、天候等によっては収穫果実の規格あるいは時期に偏りが生じることがあります。そのような

場合には、販売先の洋菓子メーカー等にいち早く情報提供を行い、使用規格の変更を依頼するなどの対応を講じ

ておりますが、それでも販売しきれないほどの偏りが生じた場合には、当社が在庫を抱えることとなり、果実の

廃棄の発生により、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

ｃ．自社品種いちご苗の生産について

自社品種いちご苗の生産は、組織培養から始めておよそ３年の期間を要するため、苗販売計画に基づいた見込

み生産を行っております。苗販売計画は適時見直しを行い、修正が生じた場合には苗の生産も販売計画に合わせ

て調整しております。ただし、販売計画修正のタイミングによっては、生産調整が間に合わない場合もあり、過

剰となった苗の廃棄が発生し、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

ｄ．育種開発について

新たな種苗の開発は、様々な形質を持った系統を掛け合わせ、生育を繰り返していく中で、より優れた形質を

持つ種苗を選抜していく手法が用いられます。掛け合わせと選抜の繰り返しの中から品種として確立され栽培収

穫されるようになるまでには、５年から10年程度の長い期間を要します。当社は、平成19年12月に、高温時でも

品質の安定した果実を生産することのできる２品種の品種登録申請を行い、それぞれ平成22年３月には「ペチカ

サンタ」、平成22年５月には「ペチカプライム（品種登録名ペチカピュア）」が品種登録されました。現在本格

的な栽培を開始しております。

 当社は、優良形質がホモ（※１）であり、かつ水準以下の形質の少ない親株の選抜に成功しております。現

在、これら親株から交配した新しいタイプの株を多数選抜しており、今後も優秀な品種の開発を鋭意進めてまい

ります。

 民間企業や都道府県などでも四季成性いちごの品種開発を進めておりますが、今後新しいタイプの優秀な四季

成性いちご品種が開発された場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

※１ 遺伝子は必ず対となって存在しております。同じ遺伝子が対になっていることをホモ（ＡＡ）、異なる遺

伝子の場合はヘテロ（Ａａ）と称します。ホモの場合は交配した場合すべての組み合わせにＡが含まれ、

その形質が高頻度で子孫に発現します。たとえばペチカの優秀な形質がホモになっていれば、交配で得ら

れる子孫もその優秀な形質を高頻度で持っていることになります。
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e．病虫害について

農産物は、屋外の圃場やビニールハウス内で栽培及び生産するため、ウイルス等への感染及び害虫の発生を防

ぐことは極めて難しい問題であります。

 当社は、自社品種での病虫害の発生を防ぐため、生産農家・生産産地との連絡を密にし、栽培技術指導者が実

際に苗・果実の生育状況を確認し、早期に異常を発見するように努めております。

 しかしながら、完全な防除が困難であるため、不測の病虫害が大量、広域に発生した場合、見込みどおりの成

果が得られず当社の業績に影響を与える可能性があります。

 

②特定人物（経営者）への依存について

 代表取締役髙橋巌は、当社の創業者であり、創業以来当社の事業を推進してきております。当社では、同氏への依

存度を軽減するために、平成25年９月からは、当社グループ全体の経営を統括する代表取締役会長に髙橋巌が就任

し、日常的な経営を執行する代表取締役社長に政場秀が就任しております。今後も同氏に過度に依存しない経営体制

の構築を進めるべく、役職員の質的向上に注力していく所存であります。しかしながら、同氏の業務遂行が何らかの

理由により困難となった場合、当社の事業展開や業績などに影響を与える可能性があります。

 なお、同氏は、当事業年度末現在において、当社の発行済株式総数の40.03％を保有する筆頭株主であります。

 

③運送事業について

 連結子会社である株式会社エス・ロジスティックスにおいて運送事業を行っております。その事業に影響を与える

可能性がある事項といたしましては、環境規制をはじめ、その他法的規制などの変更・強化や、世界的な石油情勢の

変動に起因する燃料費の高騰があります。また、運送業務の遂行にあたっては、安全と輸送品質の向上に努め、徹底

した運行管理をいたしておりますが、万一、重大な事故が発生した場合には信用低下のみならず、補償問題や営業停

止などの行政処分を受ける可能性があり、これらの事象も運送事業の遂行に影響を与える可能性があります。

 

④馬鈴薯事業について

 連結子会社である株式会社ジャパンポテトにおいて馬鈴薯事業を行っております。

 当社の種苗及びいちご果実生産と同様、天候不順や病虫害の発生により、見込み通りの成果が得られず、業績に影

響を与える可能性があります。
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⑤法的規制について

当社の事業及び製・商品等に対する法的規制は下表のとおりであります。

許可・承認の種類 有効期限 監督官庁 関連する法律

品種登録  

農林水産省 種苗法「ペチカサンタ」（登録番号第19206号） 平成47年３月

「ペチカピュア」（登録番号第19528号）（商品名ペチカプライム） 平成47年５月

東京都中央卸売市場
― 農林水産省 卸売市場法

葛西市場青果部売買参加者（売買参加章30－56）

（注） 当社が保有する種苗法登録品種「ペチカサンタ」並びに「ペチカプライム」に有する育成者権の存続期間は、

それぞれ平成47年３月並びに平成47年５月までであります。この育成者権の存続する間は、当社以外の者がこ

の２品種の種苗や果実の売買等を行うことができないこととなっており、当社は独占的に利用する権利を有し

ております。育成者権の存続期間が終了した後は、これら２品種の苗や果実を自由に栽培、利用することが可

能となるため、そのときの状況によっては、当社の経営戦略や業績に影響を与える可能性があります。

 

⑥経営成績の変動要因について

ａ．特定品目への依存について

当社の売上高構成は、いちご果実売上高の比重が高く、当期の売上高に占めるいちご果実の構成比は69.4％と

なっております。そのため、天候による収穫量の変化、販売価格の低下、消費者の嗜好の変化等が、当社の経営

戦略及び業績に影響を与える可能性があります。

売上高
（千円）

前々連結会計年度
平成24年６月期

前連結会計年度
平成25年６月期

当連結会計年度
平成26年６月期

 
構成比
（％）

前期比
（％）

 
構成比
（％）

前期比
（％）

 
構成比
（％）

前期比
（％）

いちご果実・青果

事業
3,451,542 96.4 94.1 3,888,795 96.9 112.7 4,138,168 88.8 106.4

（内訳）いちご果実 

  （うち自社品種）

2,997,798

(792,716)

83.7

(22.1)

92.8

(94.0)

3,175,936

(660,071)

79.1

(16.4)

105.9

(83.3)

3,233,952

(676,373)

69.4

(14.5)

101.8

(102.5)

   青果 385,568 10.8 107.2 638,928 15.9 165.7 844,005 18.1 132.1

   資材 68,176 1.9 88.8 73,930 1.8 108.4 60,210 1.3 81.4

種苗事業 69,180 1.9 83.3 62,731 1.6 90.7 54,363 1.2 86.7

馬鈴薯事業 － － － － － － 401,262 8.6 －

運送事業 60,962 1.7 111.0 61,615 1.5 101.1 66,274 1.4 107.6

計 3,581,684 100.0 94.1 4,013,142 100.0 112.0 4,660,069 100.0 116.1

（注）１．馬鈴薯事業は、平成25年12月に子会社としたジャパンポテトが行う事業であり、当第３四半期連結会計期間よ

り損益計算書を連結しております。

   ２．仕入販売事業をいちご果実・青果事業に、種苗生産販売事業を種苗事業にそれぞれ名称を変更しております。

   ３．いちご果実の（ ）は、自社品種果実で内書きであります。
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ｂ．特定の取引先への依存度が高いことについて

いちご果実・青果の販売先のうち、株式会社ファイン・ライフ、ベンダーサービス株式会社及び株式会社シャ

トレーゼの上位３社に対する販売金額は、当連結会計年度において上位３社で24.5％を占めております。いちご

果実・青果事業の販売先は当連結会計年度において420社程度となり、上記販売先３社に対する販売金額の割合

を低下させるべく、販売先の拡大を積極的にはかっております。

 しかしながら、これら会社との取引の継続性や安定性は保証されていないため、これら会社の販売、価格政

策、商品戦略の変更など取引関係等が変化した場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

相手先

前連結会計年度
平成25年６月期

当連結会計年度
平成26年６月期

  割合（％）   割合（％）

株式会社ファイン・ライフ（千円） － － 390,762 8.4

ベンダーサービス株式会社（千円） 340,154 8.5 378,495 8.1

株式会社シャトレーゼ（千円） 404,372 10.1 375,600 8.1

 

ｃ．業績の季節変動について

 いちご果実・青果の主力商品は、いちご果実であります。当社が販売するいちご果実は、ケーキの飾りとして

使われることが多く、デコレーションケーキの販売が急増する12月のクリスマス時期に最も大きな需要期を迎

え、12月の売上高は他の月に比べ極めて多く計上されます。 

 そのため、下半期と比較し、上半期に売上高が多くなる傾向が続いております。売上総利益も上半期に偏る傾

向にあります。

 

前々連結会計年度 
平成24年６月期 

前連結会計年度 
平成25年６月期 

当連結会計年度 
平成26年６月期 

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期 

売上高（千円） 

（通期比率）（％） 

2,126,117 

(59.4) 

1,455,567 

(40.6) 

3,581,684 

(100.0) 

2,332,216 

(58.1) 

1,680,925 

(41.9) 

4,013,142 

(100.0) 

2,390,918 

(51.3) 

2,269,151 

（48.7) 

4,660,069 

(100.0) 

売上総利益（千円）

（通期比率）（％） 

457,848 

(59.3) 

314,745 

(40.7) 

772,594 

(100.0) 

381,357 

(50.1) 

379,093 

(49.9) 

760,450 

(100.0) 

509,787 

(55.1) 

415,687 

（44.9) 

925,474 

(100.0) 

 （注)比率は、通期に対する上半期期及び下半期の構成比であります。

 

ｄ．市場相場価格について

促成期（12月頃から５月頃まで）のいちご果実は、青果市場において相場価格が形成されます。しかし、夏秋

期（６月頃から11月頃まで）の国産いちごのほとんどは市場を経由しないため、価格は洋菓子メーカー等との交

渉により決めており、促成いちごとは違い市場相場価格から受ける影響は少なくなっております。

 当社が仕入、販売する促成期のいちごの価格は、市場相場価格（主に東京都中央卸売市場大田市場）に基づい

て決めております。例年、12月のクリスマス時期にはデコレーションケーキの飾りとしての需要の高まりから価

格は高騰し、それをピークに価格は安くなります。例えば、平成25年12月における東京都中央卸売市場大田市場

の「とちおとめ」の市場相場価格（Ｌサイズ１パック当たり価格）は、クリスマス時期に1,100円になり、平成

26年１月には350円まで低下しております。このように促成いちごの市場相場価格は変動があるため、当社のい

ちご果実売上高に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社（株式会社ホーブ）と連結子会社２社（株式会社エス・ロジスティックス、株式会社ホー

ブ21）に加え、第２四半期連結会計期間において、全株式を取得し連結子会社とした株式会社ジャパンポテトで構

成されております。これにより新たな報告セグメントとして、馬鈴薯事業を追加しております。また仕入販売事業

をいちご果実・青果事業に、種苗生産販売事業を種苗事業にそれぞれ名称を変更しております。

    当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

  （いちご果実・青果事業 当社及び株式会社ホーブ21）

当社がいちご果実（自社品種いちご果実・その他いちご果実）、青果、農業用生産・出荷資材の仕入販売を行っ

ており、株式会社ホーブ21が輸入いちご果実及び輸入青果物の仕入販売を行っております。

  （種苗事業 当社）

当社が自社品種のいちご苗を生産し、生産農家へ販売しております。また、いちご以外の種苗についても、アル

ストロメリアなどの生産を受託し販売を行っております。

  （馬鈴薯事業 株式会社ジャパンポテト）

当第２四半期連結会計期間に連結子会社とした株式会社ジャパンポテトにおける事業であります。種馬鈴薯の生

産販売及び仕入販売と、青果馬鈴薯の仕入販売が主な事業となっております。

  （運送事業 株式会社エス・ロジスティックス）

株式会社エス・ロジスティックスが、当社の商品等を中心とした配送業務を行っております。

 

［事業系統図]

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりとなります。
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３．経営方針

 

(1）会社の経営の基本方針

当社の社名ホーブ「ＨＯＢ」は、「Horticultural Biotechnology（施設園芸の生命科学技術）」及び「Hokkaido 

Biotechnology（北海道の生命科学技術）」の２つのことから名付けられており、研究室の中だけで行われていた組

織培養のバイオテクノロジー技術を実際の農業の中で活かしていこう、そのバイオテクノロジー技術を活かすことで

北海道の農業を活性化させる一助としたいという想い－『バイオテクノロジー技術を北海道の大地に根付かせよう』

というのが、当社の出発点でありました。

 四季成性いちご「ペチカ」が生まれ、さらに耐暑性に優れ、高温時でも品質の安定した果実の生産をすることがで

きる品種、「ペチカプライム」（品種登録名ペチカピュア）「ペチカサンタ」が品種登録され、現在本格的な栽培を

開始し、北海道の農業から日本の農業へと当社の想いは広がってきております。また、当社はバイオテクノロジー技

術を使って苗を生産し、その苗を販売するということから、さらに収穫された果実を販売するところまで事業分野は

広がり、消費者に近づいていくことでしか得られない本当のニーズを知ることもでき、活かすこともできるようにな

ってまいりました。

 今、「作ること（生産者）優先の農業」から「消費者優先の農業」へと時代は確実に変わってきております。当社

は、その有する情報・技術を活用し、生産者と消費者をつなぐかけ橋として邁進してまいります。

 今後も、当社の原点「バイオテクノロジーをラボラトリーからフィールドへ」、そして「消費者とともに日本の農

業を考え、農業活性化の一助を担う」心積もりを経営の根幹をなす経営理念として捉えていきたいと考えておりま

す。
 

(2）目標とする経営指標

当社は、売上高の増加等の規模拡大のみならず、売上高総利益、営業利益、経常利益及び当期純利益等の各段階の

利益及び利益率を経営指標として重視しております。今後も経営の効率化をはかり、コスト削減及び収益改善の意識

を保ち、各段階利益の向上を目指してまいります。
 

(3）中長期的な会社の経営戦略

当社は、農産物の複雑な販売システムを簡素化して、可能な限り産地直送システムを構築していくという目標に向

かって邁進しております。その手段として、当社独自のいちご品種等を使い、バイオテクノロジー技術を駆使し、苗

の育種から生産、さらに果実の生産・販売までというひとつのビジネスモデルを構築してまいりました。これを手掛

かりとして、当社独自の品種にこだわることなく、ユーザーが望んでいるいちごを供給するため、当社はその季節ご

との最良の品種を全国各地から求め、１年365日、安全で安心ないちごの安定供給を実現しております。このよう

に、これまでの事業展開の中において、蓄積されてきた様々な技術、情報、ノウハウをさらに強固なものとしていく

ことが当社の主要な戦略テーマであり、これらの技術等をいちご以外の果実・野菜への展開に活かしていくことが次

に続くテーマであると考えております。

 いちご分野については、これまで関東から関西へと展開してまいりましたが、これを全国的な販売網に展開するこ

と、いちご以外の分野は、いちごによって全国に広がった得意先や輸送技術等の販売網を有効に活用することをテー

マとしております。そのため、各産地・生産農家の果実・野菜と得意先を結びつけ、新たな需要と供給源を生み出し

確保していく体制と実績を積上げていくことに主眼をおきながら、展開を図ってまいります。
 

(4）会社の対処すべき課題

 ①いちご果実・青果事業の取組

  当社は、夏秋期において自社いちご品種を中心に販売しておりますが、その栽培面積は減少傾向にあります。今

後も自社いちご品種を中核とする販売体制は堅持するものの、他品種いちご及び輸入いちごも併用する販売体制を

構築していきます。

  また、促成いちご品種の販売時期は、いちご市場相場の高騰が収益に影響を与えることがあります。このため新

たな仕入産地を確保し、仕入産地を分散化することで、仕入価格の抑制に努めてまいります。また、事前に販売価

格を決定する販売先については、いちご市場相場価格を勘案した販売価格設定の要請を継続してまいります。

  さらに青果の販売においては、多様化する販売先のニーズに応ずるために、連結子会社である株式会社ホーブ21

と連携しながら、取扱品目及び取扱量の拡大を図り、いちご果実と併せた収益の確保に努めてまいります。

 ②夏秋いちごの新品種開発

  当社では、これまで高温時でも品質の安定した品種の開発に取組み、ユーザーなどの要望に応えてきました。今

後の新品種開発においては、引続き耐暑性のある品種はもとより、栽培の省力化が図れる品種、収量性の高い品種

の開発にも注力していく方針であります。また促成いちご品種の出荷が終盤となり、夏秋いちごとの端境期となる

時期に出荷量が確保できる品種、さらに秋以降の出荷量が確保できる品種の開発も行っていく方針であります。
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 ③自社いちご品種産地栽培面積の維持

  自社いちご品種の栽培面積は、生産者の高齢化、後継者不足、また近年の天候不順等によるいちご果実の出荷量

不足などで減少してきております。

  出荷量を向上させることが生産者所得の安定につながるため、当社は生産者に対し促成いちご品種との端境期と

なる５、６月及び秋以降の出荷量の拡大を図る栽培指導を徹底し、自社いちご品種産地の栽培面積の維持に努めて

いく方針であります。

 ④馬鈴薯事業の確立

  当社は、平成25年12月に、「株式会社ジャパンポテト」の全株式を取得し子会社といたしました。同社は、種馬

鈴薯の生産販売及び仕入販売と、青果馬鈴薯の仕入販売を行っております。主力商品の種馬鈴薯は、適正な仕入数

量を確保することで、販売価格の安定化に努めてまいります。また、青果馬鈴薯の販売は、新規顧客の開拓などに

より、取扱量の拡大をめざします。

 ⑤運送事業の収益の維持向上

  運送事業を行う子会社「株式会社エス・ロジスティックス」は、営業基盤を関東圏に特化し、配送業務の効率化

により、収益の確保に努めてまいりました。今後も、新規荷主からの運送受託に向けた営業を展開し、自社配送と

提携業者配送を効率的に運用することで、収益の維持向上を図っていく方針であります。

 ⑥人材の育成について

  当社の事業は、農業に密接に関わっております。気象条件等の自然環境の変化に対応し、その影響を軽減するた

めには、机上の学習だけではなく、経験をとおして学ぶことも多々あります。当社では、事業経験をとおして社内

に蓄積されるノウハウや技術を共有・継承することで、今後も優秀な人材の育成に努めていく方針であります。

 

(５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年６月30日) 
当連結会計年度 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 387,194 384,327 

売掛金 397,790 473,818 

たな卸資産 ※１ 47,846 ※１ 57,102 

繰延税金資産 4,608 7,102 

未収還付法人税等 6,154 519 

前渡金 16,938 111,131 

その他 8,546 16,424 

貸倒引当金 △10,277 △9,831 

流動資産合計 858,800 1,040,593 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 418,760 424,236 

減価償却累計額 ※２ △287,250 ※２ △299,495 

建物及び構築物（純額） 131,509 124,740 

機械装置及び運搬具 266,922 290,075 

減価償却累計額 ※２ △208,039 ※２ △236,179 

機械装置及び運搬具（純額） 58,883 53,896 

土地 70,111 70,111 

その他 38,155 38,282 

減価償却累計額 ※２ △37,063 ※２ △37,381 

その他（純額） 1,092 900 

有形固定資産合計 261,597 249,649 

無形固定資産    

のれん - 26,536 

その他 3,175 5,580 

無形固定資産合計 3,175 32,116 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,067 1,101 

繰延税金資産 － 12,039 

その他 31,513 31,088 

貸倒引当金 △22 △12 

投資その他の資産合計 32,557 44,216 

固定資産合計 297,329 325,982 

資産合計 1,156,130 1,366,576 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年６月30日) 
当連結会計年度 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 127,960 128,696 

未払法人税等 385 47,338 

賞与引当金 - 1,126 

繰延税金負債 - 16 

その他 64,112 83,041 

流動負債合計 192,457 260,219 

固定負債    

繰延税金負債 118 - 

退職給付引当金 37,558 - 

退職給付に係る負債 - 36,274 

役員退職慰労引当金 - 70,320 

資産除去債務 2,865 2,908 

固定負債合計 40,541 109,503 

負債合計 232,998 369,723 

純資産の部    

株主資本    

資本金 421,250 421,250 

資本剰余金 432,250 432,250 

利益剰余金 69,644 143,428 

自己株式 - △90 

株主資本合計 923,144 996,838 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △12 13 

その他の包括利益累計額合計 △12 13 

純資産合計 923,131 996,852 

負債純資産合計 1,156,130 1,366,576 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年７月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 4,013,142 4,660,069 

売上原価 3,252,691 3,734,594 

売上総利益 760,450 925,474 

販売費及び一般管理費    

運搬費 240,998 253,948 

役員報酬 83,810 83,542 

給料及び手当 134,572 130,743 

賞与引当金繰入額 － 1,126 

その他 ※１ 316,532 ※１ 316,635 

販売費及び一般管理費合計 775,913 785,996 

営業利益又は営業損失（△） △15,462 139,477 

営業外収益    

受取利息 250 545 

受取配当金 18 20 

貸倒引当金戻入額 3,269 3,803 

保険解約返戻金 70 18,188 

その他 4,065 4,654 

営業外収益合計 7,673 27,211 

営業外費用    

支払利息 196 602 

その他 10 0 

営業外費用合計 206 603 

経常利益又は経常損失（△） △7,996 166,086 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 309 ※２ 408 

特別利益合計 309 408 

特別損失    

固定資産売却損 ※３ 6,876 ※３ 116 

固定資産除却損 ※４ 300 ※４ 40 

投資有価証券売却損 22,270 - 

役員退職慰労引当金繰入額 - 70,320 

特別損失合計 29,447 70,477 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
△37,133 96,017 

法人税、住民税及び事業税 1,966 32,966 

法人税等調整額 18,548 △10,732 

法人税等合計 20,514 22,233 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
△57,648 73,784 

当期純利益又は当期純損失（△） △57,648 73,784 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年７月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
△57,648 73,784 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 392 26 

その他の包括利益合計 ※１,※２ 392 ※１,※２ 26 

包括利益 △57,255 73,810 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △57,255 73,810 

少数株主に係る包括利益 － - 

 

- 16 -

株式会社ホーブ(1382) 平成26年６月期決算短信



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 421,250 432,250 146,343 － 999,843 

当期変動額           

剰余金の配当     △19,050   △19,050 

当期純利益     △57,648   △57,648 

自己株式の取得         － 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

          

当期変動額合計 － － △76,698 － △76,698 

当期末残高 421,250 432,250 69,644 - 923,144 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 △405 △405 999,437 

当期変動額       

剰余金の配当     △19,050 

当期純利益     △57,648 

自己株式の取得     － 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

392 392 392 

当期変動額合計 392 392 △76,305 

当期末残高 △12 △12 923,131 

 

- 17 -

株式会社ホーブ(1382) 平成26年６月期決算短信



当連結会計年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

      (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 421,250 432,250 69,644 - 923,144 

当期変動額           

剰余金の配当         － 

当期純利益     73,784   73,784 

自己株式の取得       △90 △90 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

          

当期変動額合計 － － 73,784 △90 73,694 

当期末残高 421,250 432,250 143,428 △90 996,838 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 △12 △12 923,131 

当期変動額       

剰余金の配当     － 

当期純利益     73,784 

自己株式の取得     △90 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

26 26 26 

当期変動額合計 26 26 73,720 

当期末残高 13 13 996,852 

 

- 18 -

株式会社ホーブ(1382) 平成26年６月期決算短信



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年７月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年７月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
△37,133 96,017 

減価償却費 24,642 23,178 

のれん償却額 - 1,396 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,269 △3,823 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,138 - 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △6,012 

賞与引当金の増減額（△は減少） - △170 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） - 70,320 

受取利息及び受取配当金 △268 △565 

支払利息 196 602 

有形固定資産売却損益（△は益） 6,566 △291 

有形固定資産除却損 300 40 

投資有価証券売却損益（△は益） 22,270 - 

売上債権の増減額（△は増加） △79,474 306,113 

たな卸資産の増減額（△は増加） △130 50,320 

仕入債務の増減額（△は減少） 25,547 △172,160 

その他の資産・負債の増減額 △13,985 △106,717 

小計 △51,599 258,248 

利息及び配当金の受取額 268 565 

利息の支払額 △196 △602 

法人税等の支払額 △9,955 △3,692 

法人税等の還付額 944 8,751 

営業活動によるキャッシュ・フロー △60,539 263,271 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △6,136 △7,297 

有形固定資産の売却による収入 9,154 17 

投資有価証券の売却による収入 127,500 - 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
- ※２ △90,625 

出資金の払込による支出 △101 △10 

貸付けによる支出 △200 △152,500 

貸付金の回収による収入 324 152,952 

保険積立金の積立による支出 △289 △230 

保険積立金の払戻による収入 53 18,247 

敷金及び保証金の差入による支出 △28,388 △25,888 

敷金及び保証金の回収による収入 24,542 28,493 

投資活動によるキャッシュ・フロー 126,459 △76,842 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 800,000 550,000 

短期借入金の返済による支出 △800,000 △740,000 

長期借入金の返済による支出 △2,120 - 

配当金の支払額 △19,201 △213 

自己株式の取得による支出 - △90 

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,321 △190,303 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 44,599 △3,874 

現金及び現金同等物の期首残高 342,594 387,194 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 387,194 ※１ 383,319 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

(1) 連結子会社の数 3社

(2) 連結子会社の名称

株式会社エス・ロジスティックス

株式会社ホーブ21

株式会社ジャパンポテト

株式会社ジャパンポテトは平成25年12月10日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社とな

りました。なお、みなし取得日を第２四半期連結会計期間末としているため、第３四半期連結会計期間

より損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を連結しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

当連結会計年度において、株式会社ジャパンポテトは、決算日を６月30日に変更し、連結決算日と同一とな

っております。なお、当連結会計年度における会計期間は６か月となっております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

商品

主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。

製品・原材料・仕掛品・貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物    ５～38年

機械装置及び運搬具  ２～35年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、連結子会社の一部は賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担す

べき額を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社は内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。

（追加情報）

従来、当社は役員退職慰労金の内規がなく、かつ支給実績がなかったことから、合理的な見積りが困

難であり、役員退職慰労引当金を計上しておりませんでしたが、内規の整備に伴い、合理的な見積りが

可能となったため、当連結会計年度より役員退職慰労引当金として内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。この結果、税金等調整前当期純利益が70,320千円減少しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算上、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

10年間の定額法により償却しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

１．前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基

準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）の適用

に伴い、当連結会計年度より、「退職給付に係る負債」として表示しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、

表示の組替えは行っておりません。

２．前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「前渡金」は、金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた25,485

千円は、「前渡金」16,938千円、「その他」8,546千円として組み替えております。

 

（連結損益計算書関係）

１．前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻金」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

２．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「債務未請求益」は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

３．前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「消費税免除益」は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示

方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

以上の結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「債務未請求

益」1,611千円、「消費税免除益」1,178千円及び「その他」1,345千円は、「保険解約返戻金」70千円、

「その他」4,065千円として組み替えております。 
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（連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成25年６月30日） 
当連結会計年度 

（平成26年６月30日） 

商品及び製品 22,296千円 30,496千円 

仕掛品 21,422 21,284 

原材料及び貯蔵品 4,126 5,320 

 

※２ 有形固定資産の減損損失累計額は、減価償却累計額に含めて表示しております。

 

 ３ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため前連結会計年度においては取引銀行４行と、当連

結会計年度においては取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計

年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年６月30日）
当連結会計年度

（平成26年６月30日）

当座貸越極度額 1,530,000千円 1,230,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,530,000 1,230,000
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（連結損益計算書関係）

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度 
（自 平成24年７月１日 

  至 平成25年６月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年７月１日 

  至 平成26年６月30日） 

25,562千円 30,853千円 

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

 建物及び構築物 9千円   －千円

 機械装置及び運搬具 299   408

計 309   408

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

 建物及び構築物 1,444千円   －千円

 機械装置及び運搬具 －   116

 土地 5,432   －

計 6,876   116

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

 建物及び構築物 230千円   －千円

 機械装置及び運搬具 25   35

 その他 44   4

計 300   40
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 392千円 34千円

組替調整額 － －

計 392 34

税効果調整前合計 392 34

税効果額 － △7

その他の包括利益合計 392 26

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

その他有価証券評価差額金：    

税効果調整前 392千円 34千円

税効果額 － △7

税効果調整後 392 26

その他の包括利益合計    

税効果調整前 392 34

税効果額 － △7

税効果調整後 392 26
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首株
式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

 発行済株式        

 普通株式 7,620 － － 7,620

 合計 7,620 － － 7,620

 自己株式        

 普通株式 － － － －

 合計 － － － －

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり配当額 
（円）

基準日 効力発生日

 平成24年９月25日 

定時株主総会
普通株式 19,050 2,500 平成24年６月30日 平成24年９月26日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

   該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首株
式数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

 発行済株式        

 普通株式 7,620 754,380 － 762,000

 合計 7,620 754,380 － 762,000

 自己株式        

 普通株式 － 75 － 75

 合計 － 75 － 75

（注）１．発行済株式の総数の増加754,380株は、平成26年１月１日を効力発生日として普通株式１株につき100株の割

合で分割したことによる増加分であります。

２．自己株式の株式数の増加75株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

該当事項はありません。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円）

基準日 効力発生日

平成26年９月25日 

定時株主総会
普通株式 30,477 利益剰余金 40 平成26年６月30日 平成26年９月26日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 387,194千円 384,327千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －  1,007 

現金及び現金同等物 387,194  383,319 

 

※２ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社ジャパンポテトを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式会社ジャパンポテト株式の取得価額と株式会社ジャパンポテト取得のための支出（純額）と

の関係は次のとおりであります。

流動資産 517,390 千円

固定資産 10,331  

のれん 27,933  

流動負債 △387,126  

固定負債 △4,729  

株式会社ジャパンポテトの取得価額 163,800  

株式会社ジャパンポテト現金及び現金同等物 △73,174  

差引：株式会社ジャパンポテト取得のための支出 90,625  

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社ジャパンポテト

事業の内容 種馬鈴薯の生産販売及び仕入販売、青果馬鈴薯の仕入販売

（2）企業結合を行った主な理由

株式会社ジャパンポテトは、設立以来、一貫して種馬鈴薯及び青果馬鈴薯の仕入、販売を行っておりま

す。また同社は、無病種いもを試験管内で大量増殖することができるマイクロチューバ―技術と呼ばれる培

養技術を保有しております。

今回の株式取得により、当社グループがこれまで培ってきた植物組織培養による優良苗の大量増殖などの

種苗生産技術、営業網等を共有化することや効率的なグループ事業経営を行うことで、収益力の強化等を図

るためであります。

（3）企業結合日

平成25年12月10日

（4）企業結合の法的形式

株式取得

（5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

（6）取得した議決権比率

100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする株式取得であるためです。

２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年１月１日から平成26年６月30日まで

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 163,800千円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 －

取得原価   163,800
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４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

27,933千円

（2）発生原因

主として今後の事業展開により期待される超過収益力です。

（3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 517,390千円

固定資産 10,331

資産合計 527,721

流動負債 387,126

固定負債 4,729

負債合計 391,855

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす

影響の概算額及びその算定方法

売上高 716,908千円

営業利益 22,167

経常利益 22,357

税金等調整前当期純利益 18,688

当期純利益 13,975

１株当たり当期純利益 18.34円

（概算額の算定方法）

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定した売上高及び損益情報と取得企業の連結損

益計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額としております

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

 当社グループのうち、親会社（提出会社）は、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部において取

扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、連結子会社は、独

立した経営単位であります。

従って、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントと、連結子会社におけるセ

グメントから構成されており、「いちご果実・青果事業」「種苗事業」「馬鈴薯事業」及び「運送事業」の４

つを報告セグメントとしております。

第２四半期連結会計期間より、株式会社ジャパンポテトの全株式を取得し、連結子会社としたことで、新た

な報告セグメントとして馬鈴薯事業を追加したことに伴い、仕入販売事業をいちご果実・青果事業に、種苗生

産販売事業を種苗事業にそれぞれ名称を変更しております。なお、前連結会計期間の「報告セグメントごとの

売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報」は、変更後の報告セグメントの名称に

基づき作成しております。 

 「いちご果実・青果事業」は、いちご果実（自社品種いちご果実・その他いちご果実）、いちご果実以外の

青果及び農業用生産・出荷資材の仕入販売を行っております。

 「種苗事業」は、自社品種いちご苗やその他の種苗の生産販売を行っております。

 「馬鈴薯事業」は、種馬鈴薯の生産販売及び仕入販売、青果馬鈴薯の仕入販売を行っております。

 「運送事業」は、配送業務を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されているセグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。 

 セグメント間の内部売上高及び振替高は主に市場価格や製造原価に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成24年７月１日 至 平成25年６月30日）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸
表計上額 

 
いちご果 

実・青果事
業 

種苗事業 
馬鈴薯事 

業 
運送事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,888,795 62,731 － 61,615 4,013,142 － 4,013,142 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 176,696 176,696 △176,696 － 

計 3,888,795 62,731 － 238,312 4,189,838 △176,696 4,013,142 

セグメント利益 149,757 18,402 － 3,205 171,365 △186,828 △15,462 

セグメント資産 680,864 185,226 － 43,891 909,982 246,148 1,156,130 

その他の項目              

減価償却費 7,104 7,017 － 6,157 20,279 4,363 24,642 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
128 351 － 4,965 5,445 690 6,136 

（注）１．セグメント利益の調整額△186,828千円には、セグメント間取引消去11,309千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△198,137千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費及び研究開発費であります。 

セグメント資産の調整額246,148千円には、セグメント間債権消去△289,919千円、各報告セグメントに

配分していない全社資産536,067千円が含まれております。全社資産は、親会社での余剰運用資金（現

金及び預金）及び管理部門に係る資産等です。

   ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

 

当連結会計年度（自 平成25年７月１日 至 平成26年６月30日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注） 

連結財務諸
表計上額 

 
いちご果 

実・青果事
業 

種苗事業 
馬鈴薯事 

業 
運送事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 4,138,168 54,363 401,262 66,274 4,660,069 － 4,660,069 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 185,455 185,455 △185,455 － 

計 4,138,168 54,363 401,262 251,730 4,845,525 △185,455 4,660,069 

セグメント利益 306,708 14,359 △5,506 4,907 320,468 △180,990 139,477 

セグメント資産 717,085 174,633 179,926 43,193 1,114,839 251,736 1,366,576 

その他の項目              

減価償却費 6,021 6,018 1,262 5,642 18,944 4,234 23,178 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
950 － － 5,330 6,280 1,017 7,297 

（注）１．セグメント利益の調整額△180,990千円には、セグメント間取引消去5,306千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△186,297千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費及び研究開発費であります。 

セグメント資産の調整額251,736千円には、セグメント間債権消去△412,307千円、各報告セグメントに

配分していない全社資産664,043千円が含まれております。全社資産は、親会社での余剰運用資金（現

金及び預金）及び管理部門に係る資産等です。

   ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】 

前連結会計年度（自  平成24年７月１日  至  平成25年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 海外売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 海外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社シャトレーゼ 404,372 いちご果実・青果事業

 

当連結会計年度（自  平成25年７月１日  至  平成26年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

 海外売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 海外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成24年７月１日 至平成25年６月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成25年７月１日  至平成26年６月30日）

（単位：千円）

 
いちご果実・
青果事業

種苗事業 馬鈴薯事業 運送事業 全社・消去 合計

当期償却額 － － 1,396 － － 1,396

当期末残高 － － 26,536 － － 26,536

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり純資産額 1,211円46銭 1,308円33銭

１株当たり当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）
△75円65銭 96円83銭

（注）１．前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

３．当社は、平成26年１月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株

式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

   ４．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

当連結会計年度
（自 平成25年７月１日
至 平成26年６月30日）

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円）
△57,648 73,784

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は純損失金

額（△）（千円）
△57,648 73,784

期中平均株式数（株） 762,000 761,988

 

(重要な後発事象）

   該当事項はありません。

 

 

５．その他

該当事項はありません。

- 30 -

株式会社ホーブ(1382) 平成26年６月期決算短信


	決算短信サマリー
	決算短信添付資料Ｈ26.8.7

